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１．はじめに 

(1) 本資料について 

 本資料は，泊発電所２号炉の高経年化技術評価書の補足として，共通的な事項である

実施体制及び実施手順等について取りまとめたものである。 

 

(2) 保安規定変更認可申請について 

 泊発電所２号炉は，平成3年（1991年）4月12日に営業運転を開始し，令和3年（2021

年）年4月に運転開始後30年を経過することから，原子炉等規制法1第43条の3の22第1項

及び実用炉規則2第82条第1項の規定に基づき，原子力規制委員会内規「実用発電用原子

炉施設における高経年化対策実施ガイド」（以下，「実施ガイド」という。）に従い，

泊発電所２号炉について，安全上重要な機器等の経年劣化に関する技術的な評価（高経

年化技術評価）を行い，この評価の結果に基づき，10年間に実施すべき保守管理に関す

る方針（長期施設管理方針）を策定した。 

 また，原子炉等規制法第43条の3の24及び実用炉規則第92条の規定に基づき，泊発電

所原子炉施設保安規定に長期施設管理方針を反映するため，令和2年3月19日に保安規

定変更認可申請を行った。 

  

                                                        
1 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和32年法律第166号） 

2 実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則（昭和53年通商産業省令第77号） 
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２．今回実施した高経年化技術評価について 

 泊発電所についての高経年化技術評価及び長期施設管理方針に関しては，「泊発電所原

子炉施設保安規定」（R-1）（以下，「保安規定」という。）第118条の6において規定し

ており，これに基づき実施手順及び実施体制を定め，泊発電所２号炉について高経年化技

術評価を行い，この評価の結果に基づき，長期施設管理方針を策定した。 
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2.1 高経年化技術評価の実施体制及び実施手順 

 保安規定に基づく品質保証計画に従い，日本電気協会「原子力発電所における安全のた

めの品質保証規程」（JEAC4111-2009）及び「原子力発電所の保守管理規程」（JEAC4209-

2007）に則った高経年化技術評価の実施体制を構築している。 

 高経年化技術評価の実施体制及び実施手順は，原子力発電安全委員会での審議を経て承

認された二次文書「泊発電所原子炉施設の高経年化対策検討マニュアル」（R-30-112）

（以下，「PLMマニュアル」という。）により規定しており，PLMマニュアルに従い策

定した「泊発電所１，２号炉 高経年化対策検討実施計画書」（以下，「実施計画書」

という。）により実施体制を定めている。 

 

 具体的な実施体制は図－１のとおり。それぞれの責任と権限は以下のとおり。 

 総括責任者 

 高経年化対策検討の全体を総括し，実施計画の策定，高経年化技術評価及び長期施

設管理方針の策定を行う責任者。当該責任者は原子力部長である。 

 統括責任者 

 機械・電気設備及び土木・建築設備の高経年化対策検討に係る責任者。当該責任者

は原子力部長もしくは原子力土木部長である。 

 評価実施グループリーダー 

 高経年化対策検討の実施担当であり，検討に必要な資料やデータ等の入手，高経年

化技術評価書や長期施設管理方針（以下，高経年化技術評価書及び長期施設管理方針

を合わせて「評価書等」という。）の作成・調整を行うグループリーダー（以下，「グ

ループリーダー」を「GL」という）。当該GLは原子力設備GL（機械・電気設備），

原子力土木第１GL（取水構造物），原子力土木第２GL（浸水防護施設）及び原子力

建築GL（建屋全般）である 

 レビュー実施グループリーダー 

 評価実施グループリーダーが作成する評価書等の内容をレビューするGL。当該GL

は原子力設備GL，原子力土木第１GL，原子力土木第２GL及び原子力建築GLである。

なお，評価実施グループリーダーとレビュー実施グループリーダーが同一の場合は，

評価実施担当者と異なる者にレビューを実施させた。 

 実施手順の確認箇所 

 高経年化技術評価書が，このマニュアルで定める業務プロセスに基づき作成され

ているか確認する箇所。当該箇所は原子力安全・品質保証GLである。 
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注１：実線箇所が高経年化技術評価の実施体制範囲である。 

   なお，泊発電所関係箇所及び窓口については，評価の実施に当たり必要な情報等の提供を示す。 

注２：必要により評価書作成助勢等の外部委託を実施するものとする。 

注３：原子力発電安全委員会は，保安規定第６条に基づき設置するもので，泊発電所原子炉施設の保安に

関する事項を審議し，確認する。原子力部長を委員長とし，泊発電所長，発電用原子炉主任技術者

他で構成する。高経年化技術評価に関しては，PLMマニュアルの制定及び改正並びに高経年化技術

評価書及び長期施設管理方針の審議を行う。 

 

 
図－１ 高経年化技術評価の実施体制 

総括責任者 

（原子力部長） 

実施手順の確認箇所 

（原子力安全・品質保証GL） 

統括責任者 

（原子力土木部長） 

・機械・電気設備の統括 

・実施計画書及び実施手順書の

承認 

・高経年化技術評価書及び長期
施設管理方針の承認 

・土木・建築設備の統括 

・実施計画書及び実施手順書 

の審査 

・高経年化技術評価書及び長期
施設管理方針の審査 

レビュー実施GL 

（原子力設備GL） 

（原子力土木第１GL）
（原子力土木第２GL） 

（原子力建築GL） 

統括責任者 

（原子力部長） 

・高経年化技術評価書及び長

期施設管理方針のレビュー 

評価実施GL 

（原子力設備GL） 

・高経年化対策検討取りまとめ 

・実施計画書及び実施手順書の
策定 

・運転経験及び最新知見の収
集・整理 

・調査及び評価の実施 

・高経年化技術評価書及び長期
施設管理方針の作成 

・原子力発電安全委員会への付

議 

評価実施GL 

（原子力土木第１GL） 

（原子力土木第２GL） 

（原子力建築GL） 

・運転経験及び最新知見の収
集・整理 

・調査及び評価の実施 

・高経年化技術評価書及び長期
施設管理方針の作成 

 

泊発電所 関係箇所 

窓口：保全計画課 

評価実施GLは，必要により以下の業務等を依頼する。 

・機器・保全データ提供 

・高経年化技術評価書作成に係る照会事項の回答 

・高経年化技術評価書案の発電所確認 

原子力発電安全委員会 

・PLMマニュアルの制定及び改

正について審議 

・高経年化技術評価書及び長期
施設管理方針の審議 
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 高経年化技術評価の実施手順は，PLMマニュアルに従い策定した「泊発電所１，２号炉 

高経年化対策検討実施手順書」（以下，「実施手順書」という。）により確立している。 

 高経年化技術評価の流れを図－２に示す。具体的な実施手順は2.2～2.6に示す。また，評

価書等の内容のレビュー，実施手順の確認及び評価書等の承認プロセスについて2.7に示

す。 
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(1) 高経年化技術評価に係る品質マネジメントシステムの文書体系 

 高経年化技術評価に係る品質マネジメントシステム（QMS）の文書体系を図－３

に示す。 

 

 

 ※ 令和2年4月1日からは，名称が「原子力改善措置活動管理マニュアル（R-30-109）」

へ変更となっている。 

 

泊発電所原子炉施設保安規定（R-1） 

原子力総合品質保証規程（R-30） 

原子力品質保証計画書（R-30-100） 

原子力文書管理マニュアル（R-30-101） 

原子力教育訓練管理マニュアル（R-30-105） 

原子力調達管理マニュアル（R-30-107） 

泊発電所１，２号炉 高経年化対策検討実施計画書 

泊発電所１，２号炉 高経年化対策検討実施手順書 

原子力調達先提出文書管理マニュアル（R-30-107-9） 

解析業務管理マニュアル（R-30-107-15） 

原子力不適合是正管理マニュアル（R-30-109）※ 

泊発電所原子炉施設の高経年化対策検討マニュアル（R-30-112） 

原子力教育基準マニュアル（R-30-105-5） 

原子力安全・品質保証教育基準マニュアル（R-30-105-11） 

原子力品質記録保管マニュアル（R-30-102-1） 

 

原子力品質記録管理マニュアル（R-30-102） 

 

図－３ 高経年化技術評価に係る品質マネジメントシステム文書体系 
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 各文書の規定範囲は以下のとおり。 

a. 一次文書 

 (a) 原子力総合品質保証規程（R-30） 

 泊発電所の原子力安全の達成と信頼性の確保，及びこれらを維持，向上させるた

めに，保安規定及び日本電気協会「原子力発電所における安全のための品質保証規

程」（JEAC4111-2009）並びに関係法令に基づいて，泊発電所における保安活動に

係るQMSを確立し，実施し，評価確認し，継続的に改善することを目的とした規

程。 

 

 (b) 原子力品質保証計画書（R-30-100） 

 保安規定，原子力総合品質保証規程及び関連法令に基づき，原子力安全の達成と

信頼性の確保，及びこれらを維持，向上させるために，原子力安全のためのQMSを確

立し，これに基づいた品質保証活動を実施するとともに，QMSの有効性を評価確認し，

継続的に改善することを目的とした計画書。 

 

b. 二次文書（マニュアル） 

 (a) 原子力文書管理マニュアル（R-30-101） 

 保安規定及び原子力品質保証計画書に基づき，手順書等を遵守するために重要

度に応じた文書の管理方法について定め，これを円滑に実施することを目的とし

たマニュアル。 

 

 (b) 原子力品質記録管理マニュアル（R-30-102） 

保安規定及び原子力品質保証計画書に基づき，品質保証活動に関する要求事項

への適合及びQMSの効果的運用の証拠を示すための記録の対象の明確化及び管理

方法について定め，これを円滑に実施することを目的としたマニュアル。 

 

 (c) 原子力教育訓練管理マニュアル（R-30-105） 

 保安規定及び原子力品質保証計画書に基づき，本店実施部門3において計画・実

施する教育・訓練に関する基本的事項を定め，品質保証活動に従事する者の知識，

技能，業務遂行能力の維持向上を図ることを目的としたマニュアル。 

  

                                                        
3 「本店実施部門」とは，原子力安全・品質保証部長，原子力部長，原子力土木部長及び資材

部長が所管している組織並びに原子炉保安統括及び副原子炉保安統括を総称したもの。 
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 (d) 原子力調達管理マニュアル（R-30-107） 

 保安規定及び原子力品質保証計画書に基づき，業務の外部委託等による製品又

は役務（以下，「調達製品等」という。）の品質を確保し，当社の調達要求事項に

適合させるため，調達先の評価，再評価及び選定，調達要求事項の明確化，調達先

への発注並びに調達製品等の検証等に関する事項を定め，円滑に調達を実施する

ことを目的としたマニュアル。 

 

 (e) 原子力不適合是正管理マニュアル（R-30-109） ※ 

 保安規定及び原子力品質保証計画書に基づき，本店実施部門において発生した

業務・原子炉施設に対する要求事項に適合しない状況が放置されることを防ぐた

めに，それらを識別し，管理するための方法及びそれに関する責任と権限並びに根

本原因分析を実施するための方法及び体制等を定め，これを円滑に実施すること

を目的としたマニュアル。 

 

 ※ 令和2年4月1日からは，名称が「原子力改善措置活動管理マニュアル（R-30-

109）」へ変更となっている。 

 

 (f) 泊発電所原子炉施設の高経年化対策検討マニュアル（R-30-112） 

 保安規定及び原子力品質保証計画書に基づき，泊発電所原子炉施設の高経年化

対策検討に関する実施手順及び実施体制を定め，高経年化技術評価の実施及び長

期施設管理方針の策定に係る業務を，適用法令等の要求を満たしつつ，適切かつ円

滑に実施することを目的としたマニュアル。 

 

c. 三次文書（マニュアル） 

 (a) 原子力品質記録保管マニュアル（R-30-102-1） 

 原子力品質記録管理マニュアルに基づき，原子力部長及び原子力土木部長が所

管している組織における記録の種類，保管担当箇所及び保管期間を定め，記録を適

切に保管することを目的としたマニュアル。 

 

 (b) 原子力教育基準マニュアル（R-30-105-5） 

 原子力教育訓練管理マニュアルに基づき，原子力部長が所管するグループ及び

原子力土木部長が所管するグループの各ステップに応じた業務の遂行能力及びそ

の力量を確保するための教育方法を明確にし，各グループの品質保証活動に従事

する者の知識，技能，業務遂行能力の維持向上を図ることを目的としたマニュアル。 
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 (c) 原子力安全・品質保証教育基準マニュアル（R-30-105-11） 

 原子力教育訓練管理マニュアルに基づき，原子力安全・品質保証部長が所管して

いる組織の各ステップに応じた業務の遂行能力及びその力量を確保するための教

育方法を明確にし，原子力安全・品質保証グループ員の知識，技能，業務遂行能力

の維持向上を図ることを目的としたマニュアル。 

 

 (d) 原子力調達先提出文書管理マニュアル（R-30-107-9） 

 原子力調達管理マニュアルに基づき，調達先から提出される文書に関する当社

の具体的な管理方法を定め，これを円滑に実施することを目的としたマニュアル。 

 

 (e) 解析業務管理マニュアル（R-30-107-15） 

 原子力調達管理マニュアルに基づき，許認可申請等での計算ミスや入力誤り等

の不適合を未然に防止し，解析業務の品質を確保するため，当社及び受注者におい

て実施すべき具体的な事項を定め，この業務を円滑に実施することを目的とした

マニュアル。 

 

d. 三次文書（二次文書に基づき作成した文書） 

 (a) 泊発電所１，２号炉 高経年化対策検討実施計画書 

 PLMマニュアルに基づき，泊発電所１，２号炉高経年化対策検討に係る実施体制，

高経年化対策検討工程，高経年化技術評価書のレビュー実施要領，高経年化技術評

価書の作成に係る実施手順の確認要領を定めた計画書。 

 

 (b) 泊発電所１，２号炉 高経年化対策検討実施手順書 

 PLMマニュアルに基づき，泊発電所の高経年化対策検討に関する実施手順を定

め，高経年化技術評価の実施及び長期施設管理方針の策定に係る業務を，適用法令

等の要求事項を満たしつつ，適切かつ円滑に実施することを目的とした手順書。 
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(2) 高経年化技術評価の実施に係る協力事業者の管理 

 高経年化技術評価に係る業務を委託した協力事業者（三菱重工業株式会社，三菱電

機株式会社及び株式会社原子力エンジニアリング）について，原子力調達管理マニュ

アルに基づく以下の管理を行っている。 

 

a. 調達先の評価 

 調達要求事項に適合する調達製品等を供給できるかどうかの能力について評価し

ている。 

 

b. 調達要求事項の明確化 

 当社の要求事項は，調達文書（仕様書等）により明確にしている。 

 

c. 品質保証体制等の確認 

 品質保証計画書により，品質保証体制等に問題の無いことを確認している。 

 

d. 調達製品等の検証 

 調達製品等が，調達文書に規定した調達要求事項を満たしていることを，報告書の

審査により検証している。また，必要に応じ，契約内容に基づいて，業務委託の履行

状況を把握するものとしている。 
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(3) 高経年化技術評価の実施に関与する者の力量管理 

 高経年化技術評価の実施に関与する者に必要な力量及び教育・訓練は，PLMマニュ

アルにより表－１のとおり定めている。 

 

表－１ 高経年化技術評価の実施に関与する者の力量及び教育・訓練 

力  量 教 育・訓 練 

下記のいずれかの項目に該当するもので

あること。 

・担当する分野・設備又は高経年化対策業

務における実務経験が３年以上 

・ 担当する分野・設備又は高経年化対策業

務に関して「原子力教育訓練管理マニュ

アル」（R-30-105）に定める知識・技能

がステップⅡ以上の者 

・ 当該要員の所属する箇所のGLが，上記

と同等かそれ以上の力量を有すると判

断した者（※１） 

GLは，力量要件を満たしていない者に対

して，各グループの教育基準マニュアルに

定められる知識・技能がステップⅡ以上の

教育・訓練を行う。 

※１：GLは，その判断根拠を明確にすること。 

 

 PLMマニュアルに従い，評価実施GL，レビュー実施GL及び実施手順の確認箇所は，

評価者又は確認者が表－１の力量を有している事を確認し，業務を実施させている。

また，評価者又は確認者の資格認定記録及び教育の記録を保管している。 
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(4) 最新知見及び運転経験の反映 

 高経年化技術評価においては，これまでに実施された先行プラントの高経年化技術評

価書を参考にするとともに，最新知見及び国内外の運転経験について高経年化技術評価

への影響を整理し，反映要否を検討し，反映要と判断したものについて，高経年化技術

評価に反映している。 

 

a. 最新知見 

 (a) 調査対象期間 

 実施済みの泊１号炉30年目高経年化技術評価において平成29年12月までの最新知

見を取りまとめており，これを活用することとし，その後の平成30年1月から調査対象

期間は令和元年10月末までとした。 

 なお，調査対象期間以降の最新知見についても適宜反映する。 

 

 (b) 調査範囲 

 調査対象期間中に発行された以下の情報を検討し，高経年化技術評価を実施する上

で新たに反映が必要な知見を抽出している。 

 原子力規制委員会からの指示文書 

 日本機械学会，日本電気協会，日本原子力学会の標準類（規格，基準，指針，手

引きなど） 

 原子力規制委員会のホームページ（旧原子力安全基盤機構関連情報）に掲載され

ている高経年化技術情報データベースの試験研究の情報 

 

 調査対象期間中の最新知見は23件であった。このうち，高経年化技術評価に反映した

ものは以下の２件であった。 

➢ 日本原子力学会 原子力発電所の高経年化対策実施基準：2018（追補3）（AESJ-SC-

P005：2018（Adm.3） 令和元年7月発行) 

➢ ＮＲＡ技術報告 中性子照射がコンクリートの強度に及ぼす影響（NTEC-2019-1001  

令和元年8月発行） 

 

b. 運転経験 

 (a) 調査対象期間 

 関西電力美浜２号炉40年目高経年化技術評価までの知見がPLM基準2015版4附属書

A（規定）の経年劣化メカニズムまとめ表に取りまとめられておりこれを活用する。

                                                        
4 日本原子力学会「日本原子力学会標準 原子力発電所の高経年化対策実施基準： 2015」

（AESJ-SC-P005: 2015） 
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基準への適合性に係る審査の進捗に応じ実施する。 

 

2.3 評価対象となる機器及び構造物の抽出 

 高経年化技術評価の対象は，重要度分類指針7上の重要度分類クラス１，２及び３に

該当する機器及び構造物のうち，発電用原子炉の冷温停止状態の維持に必要な機器及

び構造物（保安規定で定義されている原子炉の運転モード５及び６8並びにモードに関

係なく要求される機器及び構造物）の全てとした。ただし，機器単位で長期にわたり使

用しないもの（PLM基準2008版9の6.3.1で除外するとしているもの。具体的には，燃料

集合体及びバーナブルポイズン等）は除外した。 

なお，浸水防護施設10に属する機器及び構造物並びに常設重大事故等対処設備11に属

する機器及び構造物については，審査中であり認可を受けたものは無いため，対象とし

ていない。これらに対する評価（浸水防護施設に属する機器及び構造物に対する耐津波

安全性評価を含む）は，今後実施する原子炉の運転を断続的に行うことを前提とした評

価の際に実施する。 

 

(1) 評価対象となる機器及び構造物全てを抽出する手順 

 重要度分類指針及びこれを踏まえ具体的な分類を示した日本電気協会「安全機能

を有する電気・機械装置の重要度分類指針」（JEAG4612-2010）に基づき識別した色

塗系統図等を基に，評価対象となる機器及び構造物全てのリスト（以下，「機器リス

ト」という。）を作成した。また，冷温停止状態の維持に必要な機器及び構造物を機

器リスト上で明確にした。 

 評価対象となる機器及び構造物の抽出フローを図－５に示す。 

  

                                                        
7 発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針（平成2年8月30日原

子力安全委員会決定） 

8 モード５及び６は，１次冷却材温度 93℃以下 

9 日本原子力学会「日本原子力学会標準 原子力発電所の高経年化対策実施基準：2008」

（AESJ-SC-P005:2008） 

10 実用炉規則別表第二において規定される浸水防護施設 

11 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則（平成25

年原子力規制委員会規則第5号）第43条第2項に規定される常設重大事故等対処設備 
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(2) 高温・高圧の環境下にある機器を抽出する手順 

 クラス３に該当する機器及び構造物のうち，原子炉格納容器外にある機器につい

ては，最高使用温度及び最高使用圧力を系統図等で確認し，高温・高圧の環境下にあ

る機器12を機器リスト上で明確にした。 

 

(3) 抽出した機器及び構造物の分類 

 抽出した機器及び構造物のうち，クラス１及び２に該当する機器及び構造物並び

にクラス３に該当する機器及び構造物のうち高温・高圧の環境下にある機器につい

て，機種13別に区分した。 

 

(4) 対象機器及び構造物全てを評価する手法 

 対象機器及び構造物全てについて合理的に評価するため，(3)で区分した機種内で

さらに分類し，グループ化を行い，グループの代表機器又は構造物について評価し，

その評価結果をグループ内の全ての機器又は構造物に水平展開するという手法を

とった。ただし，代表機器又は構造物の評価結果をそのまま水平展開できない経年劣

化事象については個別に評価した。 

 機種内の分類は，PLM基準2008版附属書A（規定）に基づき，「経年劣化メカニズ

ムまとめ表」を参考に，構造（型式等），使用環境（内部流体等），材料等により分

類し，グループ化を行った。グループ内の代表機器又は構造物は，重要度，使用条件，

運転状態等を考慮して選定した。 

 なお，最新知見として，PLM基準2018（追補3）附属書A（規定）の「経年劣化メカ

ニズムまとめ表」も反映している。 

  

                                                        
12 最高使用温度が95℃を超え又は最高使用圧力が1900kPaを超える環境下にある機器（原

子炉格納容器外にあるものに限る） 

13 ポンプ，熱交換器，ポンプ用電動機，容器，配管，弁，炉内構造物，ケーブル，電気設

備，タービン設備，コンクリート構造物及び鉄骨構造物，計測制御設備，空調設備，機

械設備及び電源設備の15機種 
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(1) 発生しているか，又は発生が否定できない経年劣化事象の抽出 

 機器又は構造物について，その構造，使用環境，材料等を考慮し，PLM基準2008版

附属書A（規定）に基づき，「経年劣化メカニズムまとめ表」を参考に，経年劣化事

象と部位の組み合わせ（以下，「経年劣化事象」という。）を抽出した。 

 なお，最新知見として，PLM基準2018（追補3）附属書A（規定）の「経年劣化メカ

ニズムまとめ表」も反映している。 

 

(2) 経年劣化事象の発生・進展の評価における原子炉の運転状態の考慮 

原子炉の運転状態によって使用条件が異なる機器に想定される経年劣化事象につ

いては，原子炉の運転を断続的に行う場合に比べ，冷温停止状態を維持する場合の方

が使用条件が厳しくなる場合がある。このような経年劣化事象の発生・進展の評価に

おいては，その使用条件を考慮する必要があることから，図－６中段（原子炉の運転

状態の考慮）に示すフローにより，発生・進展の評価において考慮する原子炉の運転

状態を特定した。 

原子炉の冷温停止状態を維持する場合の方が使用条件が厳しい事象として特定さ

れた以下の２つの経年劣化事象については，原子炉の冷温停止状態を維持する場合

の使用条件を考慮した上で発生・進展の評価を行った。 

 

 余熱除去ポンプ用電動機 固定子コイルの絶縁低下 

余熱除去系統は，原子炉の運転を断続的に行う場合は原子炉の起動／停止時に

運転するが，原子炉の冷温停止状態（炉心に燃料が装荷された状態）を維持する場

合は連続運転が想定される。 

電動機固定子コイルの絶縁低下の主な進展要因は電動機の運転時間であり，余

熱除去ポンプ用電動機固定子コイルの絶縁低下は，原子炉の冷温停止状態を維持

する場合の方が使用条件が厳しくなる。 

 

 余熱除去系統等の中間開度で使用している玉形弁，バタフライ弁 弁体及び弁座

の腐食（エロージョン） 

余熱除去系統等は，原子炉の運転を断続的に行う場合は炉心の熱出力がある状

態で運転するが，原子炉の冷温停止状態（炉心に燃料が装荷された状態）を維持す

る場合は炉心の熱出力が小さいため，流量を制限して運転することが想定される。 

中間開度で使用する弁のエロージョンは，弁の開度が小さいほど，使用時間が長

いほど発生・進展すると考えられるため，原子炉の冷温停止状態を維持する場合の

方が使用条件が厳しくなる。  
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(3) 抽出した経年劣化事象の分類と高経年化対策上着目すべき経年劣化事象の抽出 

a. 主要６事象14の分類 

(1)で抽出した経年劣化事象のうち，主要６事象に該当するものについて，原子

炉の冷温停止状態が維持される場合には進展が想定されない事象を除外し，高経

年化対策上着目すべき事象を抽出した。 

その結果，「電気・計装品の絶縁低下」及び「コンクリートの強度低下及び遮蔽

能力低下」に該当するものが抽出された。 

なお，主要６事象に該当するものの，発生・進展の評価の結果，原子炉の運転状

態によらず，今後も経年劣化の進展が考えらない，または進展傾向が極めて小さい

と評価した事象については，高経年化対策上着目すべき経年劣化事象に該当する

ことはないため，除外している。また，保全によりその傾向を確認しているかによ

り日常劣化管理事象等かそれ以外に分類している。 

 

また，(2)で原子炉の冷温停止状態を維持する場合の方が使用条件が厳しくなる

事象として特定した余熱除去ポンプ用電動機に想定される固定子コイルの絶縁低

下については，主要６事象に該当することから，高経年化対策上着目すべき経年劣

化事象に分類した。 

 

主要６事象のうち，原子炉の冷温停止状態が維持される場合には進展が想定さ

れない以下の事象は，冷温停止状態が維持されることを前提とした評価において

は高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではないものの，現在までの経年劣化

事象の発生又は進展を考慮した耐震安全性評価を行うため，高経年化対策上着目

すべき経年劣化事象と同様に健全性評価を行う事象に分類した。 

 

 低サイクル疲労 

 原子炉の冷温停止状態を維持する場合は，プラントの起動・停止等による温度，

圧力等の過渡を受けないため，疲労の進展が想定されない。 

 中性子照射脆化 

原子炉の冷温停止状態を維持する場合は，原子炉の運転による中性子照射が

ないことから，脆化の進展が想定されない。 

 照射誘起型応力腐食割れ 

原子炉の冷温停止状態を維持する場合は，原子炉の運転による中性子照射が

                                                        
14 実施ガイド3.1④に示される，低サイクル疲労，中性子照射脆化，照射誘起型応力腐食割

れ，２相ステンレス鋼の熱時効，電気・計装品の絶縁低下，コンクリートの強度低下及

び遮蔽能力低下の６事象 
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なく，また，１次冷却材が高温にならないことから，照射誘起型応力腐食割れの

進展が想定されない。 

 ２相ステンレス鋼の熱時効 

 原子炉の冷温停止状態を維持する場合は，一定以上の高温環境とならないこ

とから，熱時効の進展が想定されない。 

 

b. 主要６事象以外の分類 

(1)で抽出した経年劣化事象のうち，主要６事象のいずれにも該当しないもので

あって，下記分類に該当する場合は，高経年化対策上着目すべき経年劣化事象では

ない事象として除外し，高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を抽出した。 

 

イ 想定した劣化傾向と実際の劣化傾向の乖離が考えがたい経年劣化事象であっ

て，想定した劣化傾向等に基づき適切な保全活動を行っているもの注 

 

ロ 現在までの運転経験や使用条件から得られた材料試験データとの比較等によ

り，今後も経年劣化の進展が考えられない，又は進展傾向が極めて小さいと考

えられる経年劣化事象 

 

ハ 冷温停止状態が維持されることを前提とした評価において，現在までの運転

経験や使用条件から得られた材料試験データとの比較等により，運転開始後

30年を経過する日以降において経年劣化の進展が考えられない経年劣化事象 

 

注 「ロ」に該当する経年劣化事象であるものの，保全活動によりその傾向が維持

できていることを確認しているものを含む。 

 

 この結果，主要６事象に該当するもの以外で高経年化対策上着目すべき経年劣

化事象として抽出されたものは無かった。 

 

 上記分類の「イ」に該当する経年劣化事象は，主要６事象のいずれにも該当しな

いものであって，「３．泊発電所における保全活動」に示す日常的な保守管理にお

いて時間経過に伴う特性変化に対応した劣化管理を的確に行っている経年劣化事

象（日常劣化管理事象）である。 

  

また，(2)で原子炉の冷温停止状態を維持する場合の方が使用条件が厳しくなる

事象として特定した余熱除去系統等の中間開度で使用している玉形弁，バタフラ
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イ弁に想定される弁体及び弁座の腐食（エロージョン）については，原子炉の冷温

停止状態を維持する場合に想定される使用条件を考慮しても，想定した劣化傾向

と実際の劣化傾向の乖離が考えがたい経年劣化事象であり，想定した劣化傾向等

に基づき，分解点検時に目視で状態を確認する等，適切な保全活動により機器の健

全性を維持しており，上記分類の「イ」に該当することから日常劣化管理事象に分

類した。 

 

 以上a.及びb.の分類により高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象と

したものを，別紙１（日常劣化管理事象等について）及び別紙２（日常劣化管理事象

以外の事象について）に示す。 
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2.5 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象に対する健全性評価 

 2.4(3)で抽出した高経年化対策上着目すべき経年劣化事象について，プラントの運転

を開始した日から40年間について機器又は構造物の健全性評価を行うとともに，必要

に応じ現状の保守管理に追加すべき保全策を抽出した。 

 評価に当たっては，実施ガイド3.1⑧ただし書きの規定に該当する場合*1ではなく

なった際には，プラントの運転を開始した日から60年間について健全性評価を行うこ

とを踏まえ，今回の評価においても，60年間の劣化の進展を仮定した評価を行うことで，

40年間における健全性を評価している。 

 

*1 運転開始以後30年を経過する日において技術基準に適合しないものがある場合 

 

また，主要６事象のうち，原子炉の冷温停止状態が維持される場合には進展が想定さ

れない事象についても，現在までの経年劣化事象の発生又は進展を考慮した耐震安全

性評価を行うため，高経年化対策上着目すべき経年劣化事象と同様に健全性評価を行っ

た。 

 

 健全性評価の条件は，原子炉の冷温停止状態が維持されることを前提とした評価条

件に比べ，原子炉の運転を断続的に行うことを前提とした評価条件が同等もしくは保

守的な場合にはその評価条件を用いることを基本とし，原子炉の冷温停止状態が維持

されることを前提とした評価条件の方が厳しい場合には，その評価条件を用いること

とした。 

 

(1) 健全性の評価 

 傾向管理データによる評価，最新の技術的知見に基づいた評価及び解析等の定量

評価，過去の保全実績，一般産業で得られている知見等を用いて健全性を評価した。 

 

(2) 現状保全の整理 

 評価対象部位に対する現状保全（点検内容，関連する機能試験内容，補修・取替等）

を整理した。 

 

(3) 総合評価 

 上記(1)と(2)をあわせて現状保全の妥当性を総合的に評価した。具体的には，健全

性評価結果と整合の取れた点検等が，現状の保全活動で実施されているか，また，点

検手法は当該の経年劣化の検知が可能か等を評価した。 
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(4) 高経年化への対応 

 高経年化対策の観点から充実すべき点検・検査項目，技術開発課題等を抽出した。 

  



 

- 26 - 

 

2.6 耐震安全性評価 

 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象を抽出し，プラントの運転を開始した

日から40年間について，経年劣化事象の発生又は進展に伴う機器又は構造物の耐震安

全性を評価するとともに，必要に応じ現状の保守管理に追加すべき保全策を抽出した。 

 

 評価に当たっては，実施ガイド3.1⑧ただし書きの規定に該当する場合*1ではなく

なった際には，プラントの運転を開始した日から60年間について健全性評価を行うこ

とを踏まえ，今回の評価においても，60年間の劣化の進展を仮定した評価を行うことで，

40年間における健全性を評価している。 

 

*1 運転開始以後30年を経過する日において技術基準に適合しないものがある場合 

 

 耐震安全性評価の条件は，原子炉の冷温停止状態が維持されることを前提とした評

価条件に比べ，原子炉の運転を断続的に行うことを前提とした評価条件が同等もしく

は保守的な場合にはその評価条件を用いることを基本とし，原子炉の冷温停止状態が

維持されることを前提とした評価条件の方が厳しい場合には，その評価条件を用いる

こととした。 

 

(1) 評価対象機器及び構造物全てを評価する手法 

 耐震安全性評価についても，2.3(4)のグループ化及び代表機器又は構造物の選定結

果を用い，グループの代表機器又は構造物について評価し，その評価結果をグループ

内の全ての機器又は構造物に水平展開するという手法をとった。ただし，代表機器又

は構造物と同様とみなせないものについては個別に評価した。 

 なお，グループ内に代表機器より耐震重要度が上位のものがある場合は，そのうち

１つを代表機器に加えた。 

 

(2) 耐震安全性評価の対象となる経年劣化事象の抽出 

 2.4(3)で行った経年劣化事象の分類結果を用い，「ロ」に該当する経年劣化事象を

除外し，また，抽出された経年劣化事象を以下の観点で整理し，「ⅱ」に該当する経

年劣化事象を耐震安全性評価の対象とした。 

ⅰ 現在発生しておらず，今後も発生の可能性がないもの又は小さいもの 

ⅱ 現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できないもの 

  



 

- 27 - 

 

2.4(3)で日常劣化管理事象等（△）に分類した事象であって，上記「ⅰ」に該当す

るとして耐震安全性評価の対象外とした事象（―）について，今後も発生の可能性が

ない，又は小さいとした理由を別紙１に示す。 

 

(3) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

(2)で抽出した経年劣化事象が顕在化した場合，機器又は構造物の振動応答特性上

又は構造・強度上，影響が「有意」であるか「軽微若しくは無視できる」かを検討し，

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象を抽出した。 

 

(4) 耐震安全性の評価 

 プラントの運転を開始した日から60年間について，経年劣化事象の発生又は進展

に伴う機器又は構造物の耐震安全性を評価した。 

 耐震安全性評価は日本電気協会「原子力発電所耐震設計技術指針」（JEAG4601-1987）

等に基づき行った。 

 なお，実施ガイドの付則（平成25年6月19日）の２）経過措置①に従い，耐震指針

15によるSクラスの施設並びにSクラスの施設に波及的破損を生じさせるおそれのあ

るBクラス及びCクラスの施設については，耐震指針による基準地震動Ssによる評価

を行った。 

また，地震時に動的機能の維持が要求される機器については，経年劣化事象を考慮

しても地震時の応答加速度が各機器の機能確認済加速度以下であるかを検討した。

なお，発電用原子炉の冷温停止状態を維持する場合，制御棒は全挿入状態であるため，

制御棒挿入性評価は対象外とした。 

 

(5) 保全対策に反映すべき項目の抽出 

 耐震安全性評価結果に対応する現状の保全策の妥当性を評価し，耐震安全性の観

点から保全対策に追加すべき項目を抽出した。 

  

                                                        
15 発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針（平成18年9月19日原子力安全委員会決

定） 
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2.7 高経年化技術評価に係る全体プロセス 

(1) 実施計画書及び実施手順書の策定 

PLMマニュアルに従い，実施計画書及び実施手順書を策定し，平成27年4月24日に

総括責任者が承認した。 

なお，実施計画書については平成31年3月1日に第3次改正，実施手順書については

令和元年11月25日に第3次改正を行った。 

 

(2) 評価の実施及び評価書等の作成 

実施計画書及び実施手順書に基づき，評価実施GLは高経年化技術評価を実施し，

評価書等を作成した。具体的な手順は2.2～2.6のとおり。 

機械・電気設備の評価は原子力設備GLが，土木・建築設備のうち取水構造物の評

価は原子力土木第１GL，取水構造物以外の評価は原子力建築GLが実施した。なお，

原子力土木第２GLは所掌設備に評価対象がないことを確認した。 

 

(3) 評価書等の内容のレビュー 

PLMマニュアルに従い，評価実施GLが作成した評価書等について，レビュー実施

GLはその内容の妥当性について確認を実施した。 

機械・電気設備の評価についてのレビューは原子力設備GLが実施した。機械・電

気設備については機種毎に評価者を割り当てており，評価実施GLとレビュー実施GL

が同一のため，原子力設備GLは，各機種の評価について評価者と異なる者にレビュー

させた。 

土木・建築設備の評価については，評価対象がコンクリート構造物及び鉄骨構造物

であり，コンクリート及び鉄骨は土木・建築設備の共通分野であることから，取水構

造物の評価についてのレビューは原子力建築GLが，取水構造物以外の評価について

のレビューは原子力土木第１GLが実施した。 

 

(4) 高経年化技術評価書の作成に係る実施手順の確認 

 PLMマニュアルに従い，実施手順の確認箇所（原子力安全・品質保証GL）は，実

施計画書に基づいた体制を整えていること並びに評価書等が実施計画書及び実施手

順書に基づいて作成されていることを，実施計画書に定める「実施手順の確認要領」

に従い確認した。 
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(5) 評価書等の承認プロセス 

PLMマニュアルに従い，(1)～(4)を経て作成された評価書等について，原子力発電

安全委員会で審議し，確認を受けた。 

原子力発電安全委員会で確認された評価書等について，実施手順の確認箇所及び

統括責任者による審査を経て，令和２年３月４日に総括責任者が承認した。 
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３．泊発電所における保全活動 

 原子力発電所の保全では，構築物，系統及び機器の経年劣化が徐々に進行して最終的に

故障に至ることのないよう，定期的な検査や点検等により経年劣化の兆候を早期に検知

し，必要な処置を行い，事故・故障を未然に防止している。 

 当社は，運転監視，巡視点検，定期的な検査及び点検により設備の健全性を確認し，経

年劣化等の兆候が認められた場合には詳細な調査及び評価を行い，補修，取替等の保全を

実施している。特に長期の使用によって発生する経年劣化事象については，点検により経

年的な変化の傾向を把握し，故障に至る前に計画的な保全を実施している。 

 

 具体的には，国が技術的な妥当性を評価し，実用炉規則第81条第1項に掲げる保守管理

に係る要求事項を満たすものとなった日本電気協会「原子力発電所の保守管理規程」

（JEAC4209-2007）に基づき，保安規定第118条（保守管理計画）を定めている。 
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(1) 泊発電所における保全活動の実施体制 

 泊発電所における保全活動は，図－７に示す泊発電所における保安に関する組織に

より行っている。 

 

 
 

  

図－７ 泊発電所における保安に関する組織 

原子力教育センター長 

泊発電所安全運営委員会 
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電気保修課長 

機械保修課長 

安全管理課長 

技 術 課 長 

発 電 室 長 

制御保修課長 

施設防護課長 

原子力安全・品質保証室長 

次 長 

運 営 課 長 

所長代理 

電気主任技術者 

ボイラー・タービン主任技術者 

防災･安全対策室長 

土木建築課長 
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 各職位の保安に関する職務は以下のとおり。 

・ 所長は，発電所における保安活動及び醸成活動を統括する。 

・ 所長代理は，所長を補佐する。 

・ 次長は，所長が特に管理を委任した業務を行うとともに，所長を補佐する。 

・ 原子力安全・品質保証室長は，発電所における品質保証活動及び醸成活動の総括を

行う。 

・ 防災・安全対策室長は，原子力防災対策及び原子炉施設の安全性向上に関する業務

を総括する。 

・ 運営課長は，技術関係業務の総括及び初期消火活動のための体制の整備に関する

業務を行う。 

・ 施設防護課長は，保全区域及び周辺監視区域の区域管理に関する業務を行う。 

・ 技術課長は，原子炉施設の運転条件及び燃料管理に関する業務を行う。 

・ 安全管理課長は，放射線管理，放射性廃棄物管理及び化学管理に関する業務を行う。 

・ 発電室長は，原子炉施設の運転に関する業務を統括する。 

・ 発電課長（当直）は，原子炉施設の運転に関する当直業務を行う。 

・ 保全計画課長は，原子炉施設の保修，改造の計画に関する業務を行う。 

・ 電気保修課長は，原子炉施設のうち，電気設備の保修，改造の実施に関する業務を

行う。 

・ 制御保修課長は，原子炉施設のうち，計装制御設備の保修，改造の実施に関する業

務を行う。 

・ 機械保修課長は，原子炉施設のうち，機械設備の保修，改造の実施に関する業務を

行う。 

・ 土木建築課長は，原子炉施設のうち，土木建築設備の保修，改造の実施に関する業

務を行う。 

・ 原子力教育センター長は，教育・訓練の総括を行う。 
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(2) 泊発電所における保全活動に関する文書体系 

 保安規定に従い，保全活動に必要な手順を，所定の手続きに従って作成されるQMS

文書として定めている。泊発電所の保全活動に関する文書体系を図－８に示す。 

 

 

※１ 令和2年4月1日からは，名称が「泊発電所土木建築設備施設管理要則（R-30-211-

31）」へ変更となっている。 

※２ 令和2年4月1日からは，名称が「泊発電所改善措置活動管理要領（R-30-217）」へ変

更となっている。 

 

 

 各文書の規定範囲は以下のとおり。 

a. 一次文書 

 (a) 泊発電所品質保証計画書（R-30-200） 

 保安規定，原子力総合品質保証規程及び関係法令に基づき，泊発電所の原子力安全

の達成と信頼性の確保，及びこれらを維持，向上させるために，原子力安全のための

マネジメントシステムを確立し，これに基づいた品質保証活動を実施するとともに，

QMSの有効性を評価確認し，継続的に改善することを目的とした計画書。 

 

b. 二次文書 

 (a) 泊発電所保修要領（R-30-211） 

 泊発電所の原子力発電設備の保守管理を保安規定，泊発電所品質保証計画書及び

保安規程に基づき，円滑かつ適切に行うことを目的とした要領。 

 

泊発電所原子炉施設保安規定（R-1） 

泊発電所保修要領（R-30-211） 

泊発電所保全プログラム管理要則（R-30-211-22） 

泊発電所不適合是正管理要領（R-30-217）※２ 

 

原子力総合品質保証規程（R-30） 

泊発電所品質保証計画書（R-30-200） 

泊発電所土木建築設備保守管理要則（R-30-211-31）※１ 

図－８ 保全活動に関する社内文書体系 
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 (b) 泊発電所不適合是正管理要領（R-30-217） ※ 

 保安規定及び泊発電所品質保証計画書に基づき，泊発電所において発生した不適

合が放置されることを防ぐために，それらを識別し，管理するための方法及びそれに

関する責任と権限並びに根本原因分析を実施するための方法及び体制等を定め，こ

れを的確に実施することを目的とした要領。 

 

※ 令和2年4月1日からは，名称が「泊発電所改善措置活動管理要領（R-30-217）」

へ変更となっている。 

 

c. 三次文書 

 (a) 泊発電所保全プログラム管理要則（R-30-211-22） 

 泊発電所保修要領で定める保全プログラムを管理するために，保全プログラムを

構成する各項目の運用及び作成手順を定めた要則。 

 

 (b) 泊発電所土木建築設備保守管理要則（R-30-211-31）※ 

 泊発電所保修要領に基づき実施する土木設備及び建築設備の保守管理計画のうち，

保全の計画，実施，評価及び改善の活動を行うための必要なプロセスを定め，保守管

理を円滑かつ適切に行うことを目的とした要則。 

 また，本要則は，泊発電所保全プログラム管理要則における，個別に保全頻度，保

全方式，保全タスク等を定める個別プログラムとして適用する。 

 

※ 令和2年4月1日からは，名称が「泊発電所土木建築設備施設管理要則（R-30-211-

31）」へ変更となっている。 

 



 

 

 

別 紙 

 

 別紙１．日常劣化管理事象等について 

別紙２．日常劣化管理事象以外の事象について 

 



別紙１ 
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タイトル 日常劣化管理事象等について 

概 要 日常劣化管理事象等（△）を事象毎に分類し，劣化事象を考慮した劣化傾向

監視等，劣化管理の考え方を示す。 

 また，耐震安全性評価の対象外とした事象（―）を事象毎に分類し，今後も

発生の可能性がない，又は小さいとした理由を示す。 

説 明 １．日常劣化管理事象等に対する劣化管理の考え方 

当社は，「原子力発電所の保守管理規程（JEAC4209-2007）」に則り，保守

管理計画（保安規定第118条）を定め，これに基づき保全プログラムを策定し

ている。 

 保全プログラムでは，保全計画として，保全方式，点検等の方法，実施頻度

及び実施時期等を定めた「点検計画」，補修等の方法及び実施時期を定めた

「補修，取替えおよび改造計画」，長期停止を伴った保全を実施する場合など

は「特別な保全計画」を策定し，これに従い計画的に点検・補修等の保全を実

施している。また，保全計画の策定に当たっては，必要に応じ劣化メカニズム

を考慮するとともに，保全の有効性評価を踏まえ継続的な改善を行っている。 

 

 高経年化技術評価において抽出された経年劣化事象のうち，下記分類「イ」

に該当する経年劣化事象，及び「ロ」に該当するものであって保全活動により

その傾向が維持できていることを確認している経年劣化事象に関する保全

は，保全計画に従い計画的に実施している。 

 

イ 想定した劣化傾向と実際の劣化傾向の乖離が考えがたい経年劣化事象

であって，想定した劣化傾向等に基づき適切な保全活動を行っている

もの 

ロ 現在までの運転経験や使用条件から得られた材料試験データとの比較

等により，今後も経年劣化の進展が考えられない，又は進展傾向が極

めて小さいと考えられる経年劣化事象 

 

これらの事象を分類し，劣化事象を考慮した劣化傾向監視等，劣化管理の

考え方を表１－１に示す。 
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説 明 ２．耐震安全性評価の対象外とした事象（―）について 

高経年化技術評価における耐震安全性評価では，△に分類した事象であっ

て，現在発生しておらず，今後も発生の可能性がないもの又は小さいものは，

耐震安全性評価の対象外（―）としている。 

この分類とした事象を事象毎に分類し，今後も発生の可能性がない，又は

小さいとした理由を表１－２に示す。 

以 上 
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タイトル 日常劣化管理事象以外の事象について 

概 要  日常劣化管理事象以外の事象（▲及び◆）を事象毎に分類し，全ての機器・

構造物について，今後も経年劣化の進展が考えられない，又は進展傾向が極め

て小さいと判断した理由及び運転開始後30年を経過する日以降において経年劣

化の進展が考えられないと判断した理由を具体的に示す。 

説 明  下記分類の「ロ」に該当する経年劣化事象（▲）について，事象毎に分類し，

全ての機器・構造物について，今後も経年劣化の進展が考えられない，又は進

展傾向が極めて小さいと判断した理由を表２－１～表２－４に示す。 

 

 また，下記分類の「ハ」に該当する経年劣化事象（◆）について，事象毎に分

類し，全ての機器・構造物について，運転開始後30年を経過する日以降におい

て経年劣化の進展が考えられないと判断した理由を表２－５に示す。 

 

ロ 現在までの運転経験や使用条件から得られた材料試験データとの比較等

により，今後も経年劣化の進展が考えられない，又は進展傾向が極めて

小さいと考えられる経年劣化事象 

ハ 冷温停止状態が維持されることを前提とした評価において，現在までの

運転経験や使用条件から得られた材料試験データとの比較等により，運

転開始後30年を経過する日以降において経年劣化の進展が考えられない

経年劣化事象 

 

以 上 




































